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JSG ニュースレター 

新型コロナウィルス関連弁法に基づく政府の個人

に対する補償に関し、財政部が所得税納付免除に

係る通達を公布 

 

 

 

クライアント各位 

拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 

台湾財政部は、2020（民国 109）年 3 月 31 日付で台財税字第

10904533040 号通達を公布し、直轄市・県（市）政府は、台湾衛生

福利部が制定した「重度の特殊感染性肺炎（COVID-19）による隔離

及び検疫期間中の疾病予防に係る補償弁法」第3条の規定に基づき、個

人に対する疾病予防を補償することとなりました。当該補償は政府か

らの贈与に帰属し、所得税法第 4条第 1項第 17号の規定により所得税

の納付が免除されることになります。 
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勤業衆信の見解 

新型コロナウイルスの感染を防止・治療し、企業や個人に対する

経済的な影響を緩和すべく、台湾政府は、「重度の特殊感染性肺

炎（COVID-19）予防と感染に係る負担軽減の促進に関する特別

条例」（以下「負担軽減の促進に関する特別条例」という。）に

基づき、疾病予防に関する補償弁法、減税及び補助に係る一連の

措置を発布しています。但し、台湾政府から支給された補助金又

は手当の一部に対して所得税を課税するか否かについては、「負

担軽減の促進に関する特別条例」では制定されていません。租税

の課税及び減免については「租税法律主義」を遵守しなければな

らないため、財政部は、法に基づく上述の個人が取得した疾病予

防に係る補償についての所得税の納付免除の通達公布だけでな

く、速やかに「負担軽減の促進に関する特別条例」の改正第 2 弾

を実施し、条文を追加・修正し、企業又は個人が現行の特別条例

により取得した台湾政府からの各種補助金、手当の所得税に対す

る課税を免除できるよう明確に制定することで、各ルートを通じ

て企業及び個人がこの経済的苦境を乗り越えるための支援が可能

になると考えられます。 

 

  

   

 

JSG ホームページ 

http://www.deloitte.com.tw/jsg/ 
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日商組新聞稿 

財政部核釋政府依「嚴重特殊傳染性肺炎隔離

及檢疫期間防疫補償辦法」發給個人之防疫補

償免納所得稅 

 

 
 

財政部於 3 月 31 日發布台財稅字第 10904533040 號令，直轄市、縣

（市）政府依衛生福利部訂定之「嚴重特殊傳染性肺炎隔離及檢疫期間防疫

補償辦法」第 3 條規定發給個人之防疫補償，核屬政府贈與，依所得稅法第

4 條第 1 項第 17 款規定，免納所得稅。 

 

 
 

勤業眾信觀點 

因應新冠肺炎疫情的防治及緩解對企業、個人的經濟衝擊，政府依據

「嚴重特殊傳染性肺炎防治及紓困振興特別條例」（以下稱紓困振興特

別條例）陸續頒布相關防疫補償辦法、減稅及補助措施，惟針對該部分

取自於政府的補助或津貼是否要課徵所得稅，紓困振興特別條例中並未

明定，由於租稅的課徵與減免均應遵守租稅法律主義，財政部除依法發

布上述個人取得防疫補償免納所得稅解釋令外，應盡速推動紓困振興條

例第二階段的修法，增修條文以明訂企業或個人依現行特別條例所領取

政府各式補助、津貼可免課徵所得稅，從各方管道協助企業及個人渡過

此一經濟困境。 
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